
決算書掲載頁　P117

内
訳

地域福祉を推進するための活動や交流の場、関係団体等の充実を図る。

引続き地域福祉を推進するための活動等の充実を図っていく。

貢
献
度

今
後
の
方
向
性

推進体制を充実する地域福祉
共生共感都市

施
策
の
大
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地域福祉部生活福祉課

事業： 地域福祉援護事業 0059
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B

地域福祉を推進するための活動等の充実を図っている。

A

地域福祉推進のため充実を図っている。

A

A

B
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地域福祉活動の推進。
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所管課

行旅病人及び行旅病死人取扱法の施行。
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職員数

再任用職員数

1

直営 昭和47年度以前 行旅病人及び行旅病死人取扱法

行旅病死人

行旅死亡人が発生した場合は、速やかに火葬等を実施する。

A A B

一般財源

1,066272

794

0

0.10
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33

239
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(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

行旅病人の救護、行旅死亡人（引取者のない者）の引き取り、火葬及び納骨、官報公告、府への補助金請求、なお、本
年度は取扱件数は５件を想定している。また、身元不明等引取人のない遺骨を納骨している供養費の負担金を管理組
合へ支出する。
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事業：地域福祉援護事業                                

 人口の減少傾向と全国や大阪府の水準を上回る少子高齢化の急速な進行、それに伴うひとり暮らしや夫婦のみ 

世帯の増加、要介護等認定者の増加など、支援を必要とする人が増加している中において、すべての市民が、住 

み慣れた地域で生涯にわたり心豊かに暮らすことができるよう、地域サービスや地域住民によるさまざまな支援 

のための基盤づくりや体制などの仕組みづくりを進めることが重要であり、支援を必要とする人もそうでない人 

も同じ社会の一員として認めあい、自分の意思でさまざまな社会活動に参加し、相互に助けあい、支えあう地域 

づくりが、地域福祉の取り組みと考えている。 

 このような地域福祉の取り組みの一部事業として、成年後見制度利用事業、福祉有償運送事業などを実施する 

ことで、地域福祉を推進するための活動や交流の場、関係団体等の充実を図った。 

細事業：行旅病死人関係事業                             

 行旅死亡人（こうりょしぼうにん）とは、病気または自殺と推定される原因で死亡し、遺体の氏名、住所、本 

籍地等が判明せず、遺体の引き取り手が存在しない死者のことで、行き倒れている人を表す法律上の名称であり、

行旅病死人が発生した場合には、「行旅病人及び行旅病死人取扱法」及び「河内長野市行旅病人及び行旅死亡人取 

扱要綱」に基づき、遺体を火葬し、遺骨として行旅病死人墓地で保存することとなる。 

火葬等の費用については、遺留品に現金や有価証券があればそれを費用に充てるが、遺留金銭で足りない時には、

本事業費によって、費用負担することとなる。なお、負担した費用については、大阪府へ費用弁償請求を行い、 

費用弁償を受ける。平成２４年度の実施は１人、費用は２３９，０３５円で実施した。 

また、行旅病人の救護や居住地のない者で所持金等を持っていないため、帰郷できない者に対して、帰郷する 

交通費として、平成２４年度は２名に対して、２，８３０円を支給した。 

 

 

【行旅死亡人取扱事務】 

 

行旅死亡人 

 

       

②収容    ⑤遺体の    ⑥遺留   ⑪相続財産管理人の 

              埋葬又は火葬  物品の保管  の選任等 

 

                   ⑦公告及び告示         

警察署           市 町 村   （行旅死亡人の住所、居所 

①通報 病 院   ③引き渡し          若しくは氏名が不明のとき） 

                      告示期間：30日以上 

                       ⑧行旅死亡人の取扱を通知 

                          

④報告 ⑨弁償   ⑩費用弁償 

    請求書 

 

       

               大 阪 府 

 

 

 


